
1/13 

○玉野市障害者医療費給付条例施行規則 

昭和48年10月１日 

規則第34号 

改正 昭和50年９月30日規則第28号 

昭和61年３月27日規則第11号 

昭和61年７月31日規則第24号 

昭和62年７月29日規則第16号 

昭和62年７月31日規則第17号 

昭和63年10月27日規則第33号 

昭和63年12月28日規則第38号 

平成元年８月21日規則第25号 

平成２年９月６日規則第24号 

平成３年８月31日規則第16号 

平成４年９月10日規則第29号 

平成６年９月１日規則第33号 

平成７年３月28日規則第７号 

平成７年８月10日規則第25号 

平成８年10月22日規則第23号 

平成９年８月１日規則第29号 

平成９年９月30日規則第34号 

平成13年10月１日規則第47号 

平成18年９月29日規則第40号 

平成19年６月29日規則第40号 

平成19年９月28日規則第46号 

平成20年３月24日規則第24号 

平成21年３月25日規則第15号 

平成21年６月30日規則第29号 

平成21年７月31日規則第32号 

平成22年３月29日規則第９号 

平成23年７月１日規則第29号 

平成24年１月31日規則第１号 

平成24年６月29日規則第20号 

平成25年６月28日規則第27号 



2/13 

平成26年９月30日規則第22号 

平成27年３月31日規則第15号 

平成28年６月９日規則第19号 

平成29年５月16日規則第15号 

平成30年６月15日規則第21号 

令和元年６月24日規則第21号 

令和２年６月８日規則第30号 

令和３年６月22日規則第33号 

令和４年６月21日規則第22号 

令和５年６月30日規則第39号 

令和６年６月５日規則第18号 

令和６年11月29日規則第30号 

令和７年３月31日規則第18号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、玉野市障害者医療費給付条例（昭和48年玉野市条例第56号。以下「条例」

という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（精神疾患による入院に係る療養） 

第２条 条例第４条第１項の規則で定める精神疾患による入院に係る療養は、条例第３条第１項

第４号に掲げる者に係る障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成18年政令第10号）第１条の２第３号に規定する厚生労働省令で定める精神障害を主因と

する疾患による入院のうち、入院の日から３月を経過する日の属する月の末日より後の療養と

する。 

（負担上限月額） 

第２条の２ 条例第４条第１項の規則で定める額は、別表第１に定める受給資格者の区分（以下

「所得区分」という。）に応じ、別表第２に掲げる額（以下「負担上限月額」という。）とす

る。 

（一部負担金の減免） 

第３条 条例第４条第３項の規則に定める特別の理由は、条例による給付を受ける者の属する世

帯の主たる生計維持者（療養を受ける者が市町村国民健康保険の被保険者又は高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「高齢者医療確保法」という。）の規定による

後期高齢者医療制度の被保険者であるときは世帯主、被用者保険又は国民健康保険組合の被保

険者、加入者、組合員又は被扶養者であるときは被保険者、加入者又は組合員とする。）がお

おむね過去１年以内の間に次に掲げる事由のいずれかに該当したことにより、市町村の条例の
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定めるところにより当該市町村民税を減免され、又は生活保護法（昭和25年法律第144号）第６

条第２項に規定する要保護者である者（同法第６条第１項に規定する被保護者又は一部負担金

の減免により同法の規定による保護を要しないこととなる者をいう。以下同じ。）となった場

合とし、市町村民税が課されていない者又は要保護者である者が、おおむね過去１年以内の間

に次に掲げる事由のいずれかに該当した場合も同様とする。 

（１） 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により住宅、家財その他の財産につい

て著しい損害を受けた場合 

（２） 干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著

しく収入が減少した場合 

（３） 事業又は業務の休廃止、失業等により収入が著しく減少した場合 

（４） 重篤な疾病又は負傷により死亡し、心身に重大な障害を受け、又は長期間入院した場

合 

（５） その他前各号に準ずるものとして市長が認めた場合 

（一部改正〔平成26年規則22号〕） 

（給付の特例に係る精神疾患） 

第３条の２ 条例第４条の２の規定で定める精神疾患は、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律施行令（平成18年政令第10号）第１条の２第３号に規定する厚生労働

省令で定める精神障害を主因とする疾患とする。 

（受給資格証の交付等） 

第４条 条例第５条及び第６条第３項の規定による申請は、所定の障害者医療費受給資格証交付

（更新）申請書に個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。）等

を提示して行わなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、その適否について審査を行い、適当と認めた

者については、所定の障害者医療費受給資格証交付台帳に記載し、条例第３条第１項第１号か

ら第３号までに掲げる者については、障害者医療費受給資格証（以下「受給資格証」という。）

を、同項第４号に掲げる者については、障害者医療費受給資格証（精神）（以下「受給資格証

（精神）」という。）を交付し、不適当と認めたものについては、所定の障害者医療費受給資

格証交付（更新）申請却下通知書によりその旨を当該申請者に通知するものとする。 

３ 条例第６条第３項の規定による受給資格証更新の申請は、その有効期間満了日までに第１項

により行うものとし、更新申請を不適当と認めた者については、前項の規定により通知するも

のとする。 

４ 条例第６条第５項の規定による受給資格証の交付については、第２項の規定の例による。 
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（一部改正〔平成26年規則22号・令和元年21号〕） 

（一部負担金の減免の手続等） 

第５条 第３条の規定に該当し、一部負担金の減額又は免除を受けようとする者は、所定の障害

者医療費一部負担金減免申請書を市長に提出し、所定の障害者医療費一部負担金減免証明書の

交付を受けなければならない。 

２ 前項の規定による証明書の交付を受けた者が療養を受けようとするときは、当該療養を受け

ようとする医療機関等に対し受給資格証とともに当該証明書を提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による証明書を交付したときは、所定の障害者医療費一部負担金減免

証明書交付簿に記録し整理するものとする。 

（一部改正〔平成26年規則22号〕） 

（医療費の支払） 

第６条 条例第10条第１項本文に規定する医療費の給付に関する事務は、岡山県国民健康保険団

体連合会及び社会保険診療報酬支払基金に委託して行うものとする。 

（一部改正〔平成24年規則１号〕） 

（医療費の給付の特例） 

第７条 条例第10条第１項ただし書により規則で定める場合は、次に掲げるものとする。 

（１） 岡山県外の医療機関等において療養を受けた場合 

（２） 医療保険各法に規定する療養費の支給の対象となる療養を受けた場合 

（３） 医療保険各法に規定する移送費の支給又は家族移送費の支給の対象となる療養を受け

た場合 

（４） 国民健康保険法（昭和33年法律第192号）又は高齢者医療確保法に規定する特別療養費

に係る療養を受けた場合 

（５） 受給資格者が医療機関等に対し支払った同一の月における条例第４条第１項の規定に

よる一部負担金の合計額が負担上限月額を超えた場合 

（６） 岡山県内に事務所を有しない国民健康保険組合のうち別に定めるもの以外のもの又は

岡山県外の市町村が行う国民健康保険の被保険者及び岡山県後期高齢者医療広域連合以外の

後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療制度の被保険者が療養を受けた場合 

（７） その他市長が必要と認めた場合 

（一部改正〔平成26年規則22号〕） 

（医療費の給付申請の方法） 

第８条 前条第１号及び第６号に該当して給付を申請する場合は、所定の障害者医療費給付申請

書（以下「給付申請書」という。）に、医療機関等が発行する療養を受けた日の属する１月分

分の領収証（以下単に「領収証」という。）を添付して、市長に申請しなければならない。た
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だし、岡山県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療制度の被保険者が同条第１号に該

当するときは、申請を要しない。 

２ 前条第２号から第４号までに該当して、給付を申請する場合は、給付申請書に保険者が発行

する療養費、移送費、家族移送費又は特別療養費を受けたことが確認できる通知書又は証明書

を添付しなければならない。ただし、岡山県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療制

度の被保険者が同条第２号に該当するときは、申請を要しない。 

３ 前条第５号に該当して、給付を申請する場合は、所定の障害者医療費一部負担限度額差額給

付申請書（以下「差額給付申請書」という。）に、領収証を添付して、市長に申請しなければ

ならない。ただし、次の各号に掲げる場合においては、当該各号に定める書類の提出を省略す

ることができる。 

（１） 岡山県国民健康保険団体連合会から差額給付の報告があったとき 差額給付申請書（２

回目以降の申請をするときに限る。） 

（２） 市長が認めるとき 領収証 

４ 前条第７号に該当して、給付を申請する場合は、別に市長が定めるところにより、申請しな

ければならない。 

（一部改正〔平成26年規則22号・27年15号・令和元年21号〕） 

（医療費給付の決定等） 

第９条 市長は、給付申請書又は差額給付申請書の提出を受けたときは、給付の適否について審

査を行い、適当と認めた者については所定の障害者医療費給付決定通知書により、不適当と認

めた者については所定の障害者医療費給付却下通知書によりその旨を当該申請者に通知するも

のとする。 

（届出） 

第10条 条例第12条第１項に規定する規則で定める事項とは、次に掲げる事項とする。 

（１） 受給資格者の住所及び氏名 

（２） 保険者名 

（３） 保険者名又は組合名 

（４） 記号番号 

（５） 附加給付の内容 

（６） 受給資格者の属する世帯の世帯主及び世帯員 

（７） 受給資格者又は受給資格者の属する世帯の世帯主及び世帯員にかかる所得若しくは課

税の状況 

２ 前項各号に掲げる事項の変更に係る届出は、所定の障害者医療費受給資格変更届により行わ

なければならない。 
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３ 条例第12条第１項に規定する給付事由が第三者の行為によって生じたものであるときの届出

は、所定の第三者行為傷病届により行わなければならない。 

４ 条例第12条第２項に規定する受給資格を失ったときの届出は、所定の障害者医療費受給資格

喪失届により行わなければならない。 

（再交付） 

第11条 条例第13条の規定による申請は、所定の障害者医療費受給資格証再交付申請書により行

わなければならない。 

（医療費の返還） 

第12条 条例第15条の規定による医療費の返還命令は、所定の障害者医療費返還通知書により行

うものとする。 

（医療費給付台帳） 

第13条 市長は、所定の障害者医療費支給台帳を備え、医療費の給付に関し必要な事項を記録し

ておかなければならない。 

（その他） 

第14条 この規則により定めるもののほか、障害者医療費の給付に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

（一部改正〔平成26年規則22号〕） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（一部改正〔平成24年規則20号〕） 

（経過措置） 

２ 平成24年７月１日から同月31日までの間における別表第１の所得区分の適用に当たっては、

国民健康保険法施行令等の一部を改正する政令（平成23年政令第430号）第４条の規定による改

正後の高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成19年政令第318号）第７条第１項の規定が

平成24年７月１日に改正されたものとして適用するものとする。 

（追加〔平成24年規則20号〕、一部改正〔令和６年規則18号〕） 

３ この規則による改正後の玉野市心身障害者医療費給付条例施行規則の規定にかかわらず、令

和３年６月30日までの間に療養を受けた月に係る別表第１の所得区分については、なお従前の

例による。 

（追加〔令和３年規則33号〕） 

４ この規則の施行の日から令和３年７月31日までの間における別表第１の所得区分の適用に当

たっては、国民健康保険法施行令等の一部を改正する政令（令和２年政令第270号）第６条の規
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定による改正後の高齢者の医療の確保に関する法律施行令第７条第１項の規定により算定する

ものとする。 

（追加〔令和３年規則33号〕） 

５ 前項の規定による別表第１の適用に当たっては、高齢者の医療の確保に関する法律施行令第

７条第１項中「世帯主」とあるのは「年齢19歳未満の扶養親族を有する者」と、「当該世帯主

と同一の世帯に属する」とあるのは「生計を一にする」と読み替えるものとする。 

（追加〔令和３年規則33号〕） 

６ 第３項による別表第１の低所得Ⅱの項における所得割が課されない者に係る課税所得金額の

算定に当たっては、地方税法（昭和25年法律第226号）第314条の２第１項及び第２項の規定に

よる総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額からの控除後の金額から、高齢者の医療の確

保に関する法律施行令第７条第１項の規定による控除対象者（同項中「世帯主」とあるのは「年

齢19歳未満の扶養親族を有する者」と、「当該世帯主と同一の世帯に属する」とあるのは「生

計を一にする」と読み替えて適用する。）を扶養親族として有する者にあっては同項第２号の

規定による合計額を控除した後の金額により算定するものとする。 

（追加〔令和３年規則33号〕、一部改正〔令和６年規則18号〕） 

附 則（昭和50年９月30日規則第28号） 

この規則は、昭和50年10月１日から施行する。 

附 則（昭和61年３月27日規則第11号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の玉野市重度心身障害者医療費給

付条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）の規定は、昭和60年８月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 昭和60年８月１日から昭和61年６月30日までの間における改正後の規則第４条第２項の規定

の適用については、同項中「568万８千円」とあるのは「573万円３千円」と、「593万７千円」

とあるのは「598万２千円」とする。 

３ この規則による改正前の玉野市重度心身障害者医療費給付条例施行規則に定める様式（様式

第５号を除く。）による用紙のうち、この規則施行の際現に保有する用紙は、当分の間、所要

の調整をして使用することができる。 

附 則（昭和61年７月31日規則第24号） 

この規則は、昭和61年８月１日から施行する。 

附 則（昭和62年７月29日規則第16号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付

条例施行規則の規定は、昭和62年２月１日から適用する。 
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附 則（昭和62年７月31日規則第17号） 

この規則は、昭和62年８月１日から施行する。 

附 則（昭和63年10月27日規則第33号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付

条例施行規則の規定は、昭和63年７月１日から適用する。 

附 則（昭和63年12月28日規則第38号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年８月21日規則第25号） 

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付

条例施行規則の規定は、平成元年７月１日から適用する。 

附 則（平成２年９月６日規則第24号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付条例施行規則の

規定は、平成２年７月１日から適用する。 

附 則（平成３年８月31日規則第16号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付条例施行規則の

規定は、平成３年８月１日から適用する。 

附 則（平成４年９月10日規則第29号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付条例施行規則の

規定は、平成４年８月１日から適用する。 

附 則（平成６年９月１日規則第33号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付条例施行規則の

規定は、平成６年８月１日から適用する。ただし、第３条の改正規定については、平成６年４月

１日から適用する。 

附 則（平成７年３月28日規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成６年10月１日から適用する。 

附 則（平成７年８月10日規則第25号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付条例施行規則の

規定は、平成７年８月１日から適用する。 

附 則（平成８年10月22日規則第23号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の玉野市重度心身障害者医療費給付条例施行規則の

規定は、平成８年８月１日から適用する。 

附 則（平成９年８月１日規則第29号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成９年９月30日規則第34号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成９年９月１日から適用する。 

附 則（平成13年10月１日規則第47号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年９月29日規則第40号） 

改正 平成19年９月28日規則第46号 

平成21年３月25日規則第15号 

平成21年６月30日規則第29号 

平成22年３月29日規則第９号 

平成23年７月１日規則第29号 

平成25年６月28日規則第27号 

平成26年９月30日規則第22号 

平成27年３月31日規則第15号 

平成28年６月９日規則第19号 

平成29年５月16日規則第15号 

平成30年６月15日規則第21号 

令和元年６月24日規則第21号 

令和２年６月８日規則第30号 

令和３年６月22日規則第33号 

令和４年６月21日規則第22号 

令和５年６月30日規則第39号 

令和６年６月５日規則第18号 

（施行期日） 

１ 玉野市心身障害者医療費給付条例施行規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則（平

成18年玉野市規則第40号）（以下「平成18年改正規則」という。）は、平成18年10月１日から

施行する。 

（一部改正〔令和５年規則39号〕） 

（経過措置） 

２ 平成18年改正規則による改正後の玉野市心身障害者医療費給付条例施行規則（以下「新規則」

という。）の規定にかかわらず、平成18年改正規則による施行日から令和７年６月30日までの

間に行われる療養に要する費用についての新規則第２条の規定による負担上限月額の適用につ

いては、新規則別表第２中「4,000円」とあるのは「2,000円」と、「2,000円」とあるのは「1,000

円」と読み替えるものとし、平成18年改正規則による施行する日から平成21年６月30日までの
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間における別表第１の適用については、同表中「受給資格者と生計を一にする者」とあるのは、

「当該受給資格者と同一の住民基本台帳上の世帯に属する者」と読み替えるものとする。 

（一部改正〔平成23年規則29号・25年27号・26年22号・27年15号・28年19号・29年15号・

30年21号・令和元年21号・２年30号・３年33号・４年22号・５年39号・６年18号〕） 

３ 新規則の規定にかかわらず、平成19年10月１日から令和７年６月30日までの間に行われる療

養に要する費用についての新規則第２条の規定による負担上限月額の適用については、新規則

別表第２低所得Ⅱの項中「12,000円」とあるのは「6,000円」と、同表低所得Ⅰの項中「6,000

円」とあるのは「3,000円」と読み替えるものとする。 

（一部改正〔平成22年規則９号・23年29号・25年27号・26年22号・27年15号・28年19号・

29年15号・30年21号・令和元年21号・２年30号・３年33号・４年22号・５年39号・６年

18号〕） 

附 則（平成19年６月29日規則第40号） 

この規則は、平成19年７月１日から施行する。 

附 則（平成19年９月28日規則第46号） 

この規則は、平成19年10月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月24日規則第24号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に受給資格証の交付を受けている者（高齢者医療確保法の規定によ

る後期高齢者医療制度の施行に伴い、規則別表第１の備考に規定する受給資格者と生計を一に

する者が変更されることとなる者に限る。）に係る同備考の規定の適用については、平成20年

６月30日までの間は、なお従前の例によることができる。 

附 則（平成21年３月25日規則第15号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年６月30日規則第29号） 

この規則は、平成21年７月１日から施行する。 

附 則（平成21年７月31日規則第32号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第８条第１項及び第２項にただし書を加える改

正規定は、平成21年８月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月29日規則第９号） 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年７月１日規則第29号） 
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この規則は、平成23年７月１日から施行する。 

附 則（平成24年１月31日規則第１号） 

この規則は、平成24年２月１日から施行する。 

附 則（平成24年６月29日規則第20号） 

この規則は、平成24年７月１日から施行する。 

附 則（平成25年６月28日規則第27号） 

この規則は、平成25年７月１日から施行する。 

附 則（平成26年９月30日規則第22号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成26年10月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第２条

の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の玉野市心身障害者医療給付条例施行規則の規定は、施行日以降に受

けた医療保険各法の規定による訪問看護療養費又は家族訪問看護療養費の支給の対象となる療

養に係る医療費給付申請の方法について適用し、同日前に受けた医療保険各法の規定による訪

問看護療養費又は家族訪問看護療養費の支給の対象となる療養に係る医療費給付申請の方法に

ついては、なお従前の例による。 

附 則（平成27年３月31日規則第15号） 

この規則は、平成27年７月１日から施行する。 

附 則（平成28年６月９日規則第19号） 

この規則は、平成28年７月１日から施行する。 

附 則（平成29年５月16日規則第15号） 

この規則は、平成29年７月１日から施行する。 

附 則（平成30年６月15日規則第21号） 

この規則は、平成30年７月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月24日規則第21号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和２年６月８日規則第30号） 

この規則は、令和２年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月22日規則第33号） 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

附 則（令和４年６月21日規則第22号） 

この規則は、令和４年７月１日から施行する。 
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附 則（令和５年６月30日規則第39号） 

この規則は、令和５年７月１日から施行する。 

附 則（令和６年６月５日規則第18号） 

この規則は、令和６年７月１日から施行する。 

別表第１ 所得区分 

（一部改正〔平成24年規則20号・26年22号・令和３年33号・６年18号〕） 

所得区分 左に係る受給資格者の区分 

一定以上所得者 他のいずれの区分にも入らない受給資格者 

一般 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者について、療養を受

ける月の属する年の前年（療養を受けた月が１月から６月までの場合

にあっては、前々年。以下同じ。）中の所得の額（高齢者の医療の確

保に関する法律施行令第７条第１項の規定により算定した金額をい

う。）が、それぞれ同条第４項に定める額未満である場合における当

該受給資格者（低所得Ⅱ及び低所得Ⅰの区分に属する者を除く。） 

低所得Ⅱ 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者が、療養を受ける月

の属する年度（療養を受ける月が４月から６月までの場合にあって

は、前年度）分の所得割（地方税法の規定による市町村民税の同法第

292条第１項第２号に掲げる所得割（同法第328条の規定によって課す

る所得割を除く。））を課されない者（市町村の条例で定めるところ

により当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民

税の賦課期日において地方税法の施行地に住所を有しない者を除く。

以下「市町村民税所得割非課税者」という。）である場合における当

該受給資格者（低所得Ⅰの区分に属する者を除く。） 

低所得Ⅰ 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者が、市町村民税所得

割非課税者であり、かつ、療養を受ける月の属する年の前年中の合計

所得金額（地方税法第292条第１項第13号に規定する合計所得金額を

いい、その額が０を下回る場合には、０とする。）が０である場合に

おける当該受給資格者 

備考 

１ この表において「受給資格者と生計を一にする者」とは、当該受給資格者の加入してい

る医療保険各法の規定による被保険者等（当該受給資格者以外のものであって、かつ、健

康保険法（大正11年法律第70号）第３条第２項の規定による日雇特例被保険者にあっては、
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同法第126条の規定に基づき日雇特例被保険者手帳の交付を受けその手帳に健康保険印紙

をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にあるものに限る。）及び当該受給資格

者と同一の住民基本台帳上の世帯に属する者をいう。 

２ この表の低所得Ⅰの項における合計所得金額に所得税法（昭和40年法律第33号）第28条

第１項に規定する給与所得又は同法第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得が含ま

れている場合、この表の低所得Ⅰの項における合計所得金額については、所得税法第28条

第２項の規定により計算した金額及び同法第35条第２項第１号の規定により計算した金額

の合計額から10万円を控除して得た金額（当該金額が０を下回る場合には、０とする。）

と同項第２号の規定により計算した金額とを合算した額を当該給与所得の金額及び同条第

１項に規定する雑所得の金額の合計額として計算するものとする。 

別表第２ 負担上限月額 

（一部改正〔平成26年規則22号〕） 

所得区分 当該月における療養が外来療養（指

定訪問介護を含む。）のみの場合 

当該月における療養が入院療養を含

む場合 

一定以上所得者 44,400円 80,100円に総医療費の１％を加算し

た額 

一般 12,000円 44,400円 

低所得Ⅱ 4,000円 12,000円 

低所得Ⅰ 2,000円 6,000円 

備考 

本表において、「80,100円に総医療費の１％を加算した額」とは、80,100円と総医療費（801,000

円に満たないときは、801,000円）から801,000円を控除した額に100分の１を乗じて得た額（この

額に１円未満の端数がある場合において、その端数金額が50銭未満であるときは、これを切り捨

て、その端数金額が50銭以上であるときは、これを１円に切り上げた額）との合算額をいう。 


